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環境省から要請を受けた、道外１５県のＰＣＢ廃棄物処理を受け入れ　環境省から要請を受けた、道外１５県のＰＣＢ廃棄物処理を受け入れ
ることとし、安全性の確保や情報公開、地域密着型の事業などを、受ることとし、安全性の確保や情報公開、地域密着型の事業などを、受
け入れの条件として、国に提示しました。け入れの条件として、国に提示しました。

※北海道と室蘭市の受け入れ条件をあわせて掲載します。※北海道と室蘭市の受け入れ条件をあわせて掲載します。

　

昨
年　

月　

日
に
、
東
北
地
域
な
ど

11

14

　

県
の
Ｐ
Ｃ
Ｂ
廃
棄
物
に
つ
い
て
、
室

15蘭
市
の
処
理
施
設
で
受
け
入
れ
る
よ
う

環
境
省
か
ら
要
請
が
あ
り
ま
し
た
。

　

市
民
説
明
会
で
の
意
見
や
市
議
会
で

の
論
議
を
踏
ま
え
、
様
々
な
面
か
ら
検

討
し
た
結
果
、
受
け
入
れ
条
件
の
承
諾

を
前
提
に
要
請
を
受
け
入
れ
る
こ
と
に

し
ま
し
た
。

○
北
海
道
内
分
の
Ｐ
Ｃ
Ｂ
処
理
を

　

受
け
入
れ
る
際
に
策
定
し
た

　
「
Ｐ
Ｃ
Ｂ
廃
棄
物
処
理
施
設
に

　

対
す
る
室
蘭
市
の
基
本
的
な
考

　

え
方
」
と
、
受
け
入
れ
条
件
の

　

遵
守

○
Ｐ
Ｃ
Ｂ
廃
棄
物
処
理
事
業
全
般

　

の
統
括
と
、
日
本
環
境
安
全
事

　

業
㈱
な
ど
に
対
す
る
責
任
を
も

　

っ
た
指
導
・
監
督

○
先
行
す
る
事
業
の
経
験
・
知
見

　

の
活
用
と
北
海
道
の
地
域
特
性

　

を
十
分
に
考
慮
し
た
安
全
性
の

　

確
保

○
胆
振
管
内
に
保
管
さ
れ
て
い
る
Ｐ
Ｃ
Ｂ

　

廃
棄
物
を
用
い
た
処
理
の
安
全
性
な
ど

　

の
検
証
・
確
認
を
行
い
、
そ
の
上
で
道

　

外
分
を
含
め
た
処
理
を
実
施

○
処
理
施
設
か
ら
の
排
気
に
よ
る
環
境
負

　

荷
の
低
減
に
向
け
た
排
出
目
標
値
の
設

　

定
○
廃
棄
物
処
理
法
の
設
置
許
可
を
受
け
た

　

実
績
の
あ
る
処
理
技
術
の
採
用

○
処
理
工
程
か
ら
の
排
水
を
室
蘭
港
な
ど

　

へ
排
出
し
な
い
処
理
シ
ス
テ
ム
の
採
用

○
安
全
性
と
確
実
性
の
確
保
の
た
め
、
施

　

設
全
体
を
一
体
的
な
シ
ス
テ
ム
と
し
た

　

技
術
評
価
な
ど
、
総
合
的
な
評
価
に
よ

　

る
処
理
方
式
の
選
定

○
処
理
に
と
も
な
う
残
さ
物
な
ど
の
リ
サ

　

イ
ク
ル
と
適
正
な
処
理
の
実
施

○
北
海
道
内
分
Ｐ
Ｃ
Ｂ
廃
棄
物
の
処
理
期

　

間
の
短
縮

○
運
搬
経
路
の
厳
選
、
悪
天
候
時
の
運
行

　

制
限
、
位
置
確
認
シ
ス
テ
ム
の
導
入
な

　

ど
、
適
切
な
運
行
管
理
シ
ス
テ
ム
の
構

　

築
や
密
閉
性
の
高
い
運
搬
容
器
の
使
用

　

に
よ
る
漏
え
い
防
止
対
策
の
実
施

○
運
搬
車
両
な
ど
の
運
行
状
況
や
処
理
施

　

設
へ
の
搬
入
状
況
な
ど
が
わ
か
る
情
報

　

提
供
シ
ス
テ
ム
の
整
備

○
安
全
性
確
保
の
た
め
、
公
道
か
ら
処
理

　

施
設
へ
の
専
用
ア
ク
セ
ス
経
路
の
確
保
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3
つ
の
項
目
を
柱
と
し
た
受
け
入
れ

条
件
を
国
に
提
示
し
ま
し
た
。
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処
理
時
の
安
全
性

　

収
集
運
搬
時
の
安
全
性

基 本 的 な 考 え 方



３

○
緊
急
時
の
対
応
処
置
体
制
の
構
築

○
情
報
を
集
約
・
管
理
し
、
提
供
す
る
機

　

能
を
持
っ
た
Ｐ
Ｃ
Ｂ
処
理
情
報
セ
ン
タ

　

ー
（
仮
称
）
の
設
置
と
市
民
が
利
用
し

　

や
す
い
よ
う
な
設
置
場
所
に
つ
い
て
の

　

配
慮

○
処
理
施
設
の
建
設
と
運
営
へ
の
地
元
企

　

業
、
人
材
な
ど
の
活
用

○
資
・
機
材
の
地
元
で
の
調
達
や
優
先
雇

　

用
○
施
設
建
設
か
ら
操
業
運
転
に
関
す
る
一

　

貫
し
た
責
任
体
制
の
確
保
と
、
緊
急
時

　

対
応
の
た
め
の
地
域
技
術
と
一
体
と
な

　

っ
た
体
制
整
備

○
施
設
立
地
場
所
の
借
地
、
専
用
ア
ク
セ

　

ス
経
路
の
設
定
な
ど
、
土
地
所
有
者
と

　

の
十
分
な
協
議

○
処
理
施
設
で
の
緑
地
の
活
用
な
ど
に
よ

　

る
環
境
整
備

○
処
理
事
業
に
係
る
調
査
研
究
な
ど
地
元

　

大
学
・
企
業
等
と
の
共
同
研
究
・
実
証

　

試
験
等
へ
の
支
援

○
環
境
産
業
拠
点
形
成
に
向
け
た
、
環
境

　

研
究
・
教
育
研
修
分
野
な
ど
へ
の
具
体

　

的
な
方
針
の
提
示
や
環
境
産
業
の
推
進

○
環
境
に
配
慮
し
た
地
域
産
業
の
展
開
や

　

ま
ち
づ
く
り
に
つ
い
て
の
支
援

　

こ
れ
ら
の
条
件
を
、
３
月　

日
に
北
海

３１

道
と
と
も
に
環
境
大
臣
に
直
接
提
示
し
、

環
境
省
よ
り
承
諾
を
得
ま
し
た
。

　

北
海
道
、
室
蘭
市
の
受
け
入
れ
条
件
と

環
境
省
の
回
答
は
、
そ
れ
ぞ
れ
北
海
道
、

室
蘭
市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い

ま
す
。

新宮市長の受け入れ条件を小池環境大臣が承諾
（写真提供…室蘭民報社）

《
詳
細
》

室
蘭
市
…
企
画
課
（
環
境
産
業
推
進
）
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室
循
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推
進
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日本環境安全事業㈱のPCB廃棄物処理事業

北九州事業（約2.0トン/日）〔精査中〕

平成１３年１１月１日認可
事業の対象地域：九州、中国、四国１７県〔 〕

大阪事業（2.0トン/日）
平成１５年２月１９日認可
事業の対象地域：近畿２府４県〔 〕

豊田事業（1.6トン/日）
平成１４年１０月２４日認可
事業の対象地域：東海４県〔 〕

東京事業（2.0トン/日）

　北海道事業　
①事業の対象地域：北海道＋１５県
　（北海道、青森県、岩手県、宮城県、
　　秋田県、山形県、福島県、茨城県、
　　栃木県、群馬県、新潟県、富山県、
　　石川県、福井県、山梨県、長野県）
②施設の処理能力
　１.８トン／日〔精査中〕（PCB分解量）
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平成１４年１１月８日認可
事業の対象地域：南関東１都３県〔 〕 １５県への受け入れ条件

　北海道は１５県に対して、次のとおり
受け入れの条件を提示しました。
○広域処理の推進に向けた調整を行う
　場として広域協議会の設置および運
　営への協力
○各県が担うべき役割と責任の明確化
　および明文化
○保管業者に対する計画的で適正な処
　理に向けた指導監督の実施
○保管業者及び収集運搬業者に対する、
　安全で効率的な収集運搬に向けた指
　導監督の実施
○各県の広域的な連携によるリサイク
　ル推進についての情報交換等の実施
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情
報
公
開


